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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期

第２四半期連結
累計期間 

第58期
第２四半期連結

累計期間 

第57期
第２四半期連結

会計期間 

第58期 
第２四半期連結 

会計期間 
第57期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  5,285,251  5,202,459  2,783,612  2,673,089  10,918,902

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 △165,952  21,671  △7,560  △7,093  37,849

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失(△)（千円） 
 △95,566  △27,108  38,386  △32,515  △221,376

純資産額（千円） － －  15,637,307  15,547,739  15,550,380

総資産額（千円） － －  17,353,526  16,984,094  17,442,400

１株当たり純資産額（円） － －  1,609.65  1,601.69  1,600.41

１株当たり四半期純利益又は四半

期（当期）純損失金額（△）

（円） 

 △9.86  △2.80  3.96  △3.35  △22.83

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  89.9  91.4  88.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 59,043  316,631 － －  1,240,467

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △72,620  △157,973 － －  △244,369

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △48,882  △148,826 － －  △49,173

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,069,265  2,054,666  2,062,780

従業員数（人） － －  1,157  1,053  1,068
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

   

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数については従業員数の100分の10未満のため記載を省略しており

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数については従業員数の100分の10未満のため記載を省略しており

ます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,053      

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 367      
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(1) 生産実績及び受注状況 

 当社グループの生産品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ず

しも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額ある

いは数量で示すことはしておりません。 

 このため生産等の状況については、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」における

セグメント業績に関連付けて示しております。 

(2) 販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間取引については、消去しております。 

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

木材関連事業  2,369,513  －

電線関連事業  303,575  －

合計  2,673,089  －

相手先 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

住友林業㈱  691,416  24.8  692,450  25.9

丸紅建材㈱  460,884  16.6  476,941  17.8

三井住商建材㈱  474,476  17.0  451,422  16.9

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

2010/11/16 12:07:1410686241_第２四半期報告書_20101116120711

- 3 -



 文中の将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策効果などを反映して一部に景気の持ち

直しの兆しがみられるものの、急激な円高や依然として続く厳しい所得・雇用情勢を背景に、景気の先行きは不透

明な状況で推移いたしました。 

 当業界におきましては、住宅版エコポイント制度、住宅投資に対する減税措置の拡大など住宅投資に対する優遇

施策が下支えとなり、住宅需要は、やや上向きでの推移となりましたが、景気の不透明感や雇用不安の影響から本

格的な回復基調には至らず、低水準に推移しております。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は 百万円（前年同四半期比 ％減）、営業利益は 百万

円（前年同四半期比 ％減）、受取賃貸料 百万円、受取利息 百万円、外貨建債権の時価評価にかかる為替換

算差損 百万円、持分法による投資損失 百万円等により、経常損失は 百万円（前年同四半期は経常損失 百万

円）、貸倒引当金戻入額 百万円等により、四半期純損失は 百万円（前年同四半期は四半期純利益 百万円）と

なりました。 

  

セグメントの業績は次のとおりであります。 

①木材関連事業 

木材関連事業におきましては、拡販製品である収納材のＶシリーズ、枕棚Ｃハンガーパイプ、オドア、アー

トランバー、ミロート、床材のビートメイプルが第１四半期よりも更なる売上増加に寄与いたしました。製造

部門では、引続き製品加工の集約化、効率化、内製化等によるコストダウンを実施。また、海外子会社２社の

うち１社を清算し、材料費の低減を図りました。結果、売上高 百万円、セグメント利益は 百万円となり

ました。 

②電線関連事業 

 電線関連事業におきましては、建設業、電気工事業共に厳しい状況が続き、熾烈な受注競争、値引き競争が

繰り広げられる状況にありました。結果、売上高 百万円、セグメント利益 百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半

期連結会計期間末に比べ 百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には、 百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は 百万円（前年同四半期は 百万円の減少）となりました。 

 これは、主に減少要因として、売上債権の増加額278百万円、また、増加要因としては、たな卸資産の減少額

百万円、減価償却費 百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、支出した資金は41百万円（前年同四半期 ％増）となりました。 

 これは、主に長期貸付金による純支出 百万円、短期貸付金による純収入 百万円等によるものでありま

す。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、支出した資金は 百万円（前年同四半期 ％増）となりました。 

 これは、主に短期借入金の減少額 百万円等によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2,673 4.0 5

62.2 23 3

46 6 7 7

11 32 38

2,369 2

303 3
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172 95
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104 2,191.3
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(1) 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて変更があったものは、次のとおりであります。 

  

変更 

（注）当初の計画に比べ、基幹系システムの投資予定金額が129百万円減少しております。これは計画の延期に

より設備の内容が基本設計のみになっております。 

  

 また、新たに確定した設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

会社名 
事業所名 所在地 セグメント

の名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法 

着手及び完了予定年月

総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 着手 完了

南海プライウ

ッド㈱ 
香川県高松市 木材関連事業 

基幹系システム

基本設計（在

庫、生産、購

買、販売管理業

務システム）  

37 － 自己資金 平成22年６月 平成22年11月 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  20,000,000

計  20,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  10,095,800  10,095,800
大阪証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  10,095,800  10,095,800 － － 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  10,095,800  －  2,121,000  －  1,865,920

(6) 【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

南海興産株式会社 香川県高松市常磐町２丁目１３番地４  2,943  29.15

財団法人南海育英会 香川県高松市常磐町２丁目１３番地４  1,554  15.40

SIX SIS LTD. BASLERSTRASSE 100．CH-4600 OLTEN SWITZERLAND  604  5.98

（常任代理人 三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行 本店） 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）   

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５番地の１  467  4.63

南海プライウッド株式会社 香川県高松市松福町１丁目１５－１０  403  3.99

丸山 修 香川県高松市  344  3.41

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町２丁目１  243  2.41

CLARIDEN LEU LTD P.O.BOX CH-8070 ZURICH SWITZERLAND  203  2.01

（常任代理人 三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行 本店） 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）   

SOCIETE GENERALE NRA NODTT 
SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD HAUSSMANNPARIS -

 FRANCE 
 146  1.45

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 
（東京都中央区日本橋九丁目11番１号）   

南海プライウッド従業員持株

会 
香川県高松市松福町１丁目１５番１０号  144  1.43

計 －  7,053  69.87
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書の提出までにおいて、役員の異動はありません。  

(7) 【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       403,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     9,543,000  9,543 － 

単元未満株式 普通株式     149,800 － 
一単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数            10,095,800 － － 

総株主の議決権 －  9,543 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

南海プライウッド㈱ 
香川県高松市松福町

１丁目１５－１０ 
 403,000  －  403,000  3.99

計 －  403,000  －  403,000  3.99

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  355  320  307  305  278  276

最低（円）  305  281  291  282  255  261

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、西日本監査法人

による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,062,675 2,073,187

受取手形及び売掛金 3,982,614 3,969,928

商品及び製品 666,776 668,051

仕掛品 496,306 546,963

原材料及び貯蔵品 1,172,737 1,432,186

その他 301,688 396,632

貸倒引当金 △59,150 △69,257

流動資産合計 8,623,647 9,017,691

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,491,868 6,490,871

減価償却累計額 △4,715,627 △4,646,540

建物及び構築物（純額） 1,776,240 1,844,330

機械装置及び運搬具 6,744,426 6,796,722

減価償却累計額 △6,187,087 △6,154,406

機械装置及び運搬具（純額） 557,338 642,316

工具、器具及び備品 399,576 392,704

減価償却累計額 △357,842 △348,251

工具、器具及び備品（純額） 41,734 44,453

土地 4,489,395 4,498,429

建設仮勘定 74,104 34,783

有形固定資産合計 6,938,813 7,064,313

無形固定資産   

その他 124,546 125,821

無形固定資産合計 124,546 125,821

投資その他の資産   

投資有価証券 529,681 596,474

長期貸付金 152,557 －

その他 615,321 638,502

貸倒引当金 △473 △403

投資その他の資産合計 1,297,087 1,234,573

固定資産合計 8,360,447 8,424,708

資産合計 16,984,094 17,442,400
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 575,726 803,917

短期借入金 － 100,000

未払金 227,030 342,882

未払費用 72,011 63,840

未払法人税等 27,412 14,723

未払消費税等 53,487 82,988

賞与引当金 116,419 93,386

デリバティブ債務 41,687 91,951

その他 117,538 68,363

流動負債合計 1,231,313 1,662,054

固定負債   

退職給付引当金 138,300 149,101

役員退職慰労引当金 10,140 10,140

環境対策引当金 4,708 －

資産除去債務 12,193 －

その他 39,699 70,724

固定負債合計 205,041 229,965

負債合計 1,436,355 1,892,020

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,121,000 2,121,000

資本剰余金 1,865,920 1,865,920

利益剰余金 11,758,028 11,833,606

自己株式 △128,363 △127,957

株主資本合計 15,616,584 15,692,568

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △37,100 2,891

繰延ヘッジ損益 △24,970 △55,079

為替換算調整勘定 △30,052 △126,047

評価・換算差額等合計 △92,123 △178,235

少数株主持分 23,279 36,046

純資産合計 15,547,739 15,550,380

負債純資産合計 16,984,094 17,442,400
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 5,285,251 5,202,459

売上原価 3,867,020 3,522,382

売上総利益 1,418,230 1,680,076

販売費及び一般管理費   

発送運賃 379,990 386,444

報酬及び給料手当 493,276 479,291

賞与引当金繰入額 43,304 59,443

退職給付費用 15,909 18,230

その他 626,233 726,256

販売費及び一般管理費合計 1,558,715 1,669,666

営業利益又は営業損失（△） △140,484 10,410

営業外収益   

受取利息 9,189 8,724

受取配当金 5,074 5,204

受取賃貸料 43,376 45,899

その他 11,934 18,215

営業外収益合計 69,575 78,043

営業外費用   

支払利息 1,031 430

持分法による投資損失 11,717 17,536

為替差損 78,579 48,532

その他 3,715 282

営業外費用合計 95,043 66,782

経常利益又は経常損失（△） △165,952 21,671

特別利益   

前期損益修正益 14,308 －

固定資産売却益 3,190 5,844

貸倒引当金戻入額 － 11,400

その他 1,322 －

特別利益合計 18,821 17,244

特別損失   

固定資産売却損 19 18

固定資産除却損 429 264

投資有価証券評価損 1,205 －

訴訟関連損失 － 10,500

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 11,602

その他 232 5,508

特別損失合計 1,887 27,893

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△149,018 11,021

法人税、住民税及び事業税 27,464 33,731

法人税等調整額 △83,494 7,400

法人税等合計 △56,030 41,132

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △30,110

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,578 △3,001

四半期純損失（△） △95,566 △27,108
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,783,612 2,673,089

売上原価 1,983,616 1,823,805

売上総利益 799,995 849,283

販売費及び一般管理費   

発送運賃 199,526 203,671

報酬及び給料手当 247,704 239,935

賞与引当金繰入額 16,482 34,495

退職給付費用 9,670 7,369

その他 311,232 357,997

販売費及び一般管理費合計 784,617 843,470

営業利益 15,378 5,813

営業外収益   

受取利息 4,044 3,991

受取配当金 － 75

受取賃貸料 21,656 23,214

その他 6,825 12,885

営業外収益合計 32,526 40,166

営業外費用   

支払利息 348 106

持分法による投資損失 7,701 6,657

為替差損 44,416 46,185

その他 2,998 123

営業外費用合計 55,466 53,073

経常損失（△） △7,560 △7,093

特別利益   

固定資産売却益 2,277 4,706

貸倒引当金戻入額 － 11,400

特別利益合計 2,277 16,106

特別損失   

固定資産売却損 － 18

固定資産除却損 151 14

固定資産圧縮損 － 800

投資有価証券評価損 200 －

訴訟関連損失 － 500

その他 232 －

特別損失合計 584 1,332

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,868 7,681

法人税、住民税及び事業税 15,700 11,865

法人税等調整額 △60,653 29,563

法人税等合計 △44,953 41,428

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △33,747

少数株主利益又は少数株主損失（△） 699 △1,232

四半期純利益又は四半期純損失（△） 38,386 △32,515
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△149,018 11,021

減価償却費 218,047 190,030

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12,510 －

受取利息及び受取配当金 △14,264 △13,929

支払利息 1,031 430

為替差損益（△は益） 92,165 1,790

持分法による投資損益（△は益） 11,717 17,536

有形固定資産売却損益（△は益） △3,171 △5,826

固定資産除却損 429 264

売上債権の増減額（△は増加） △661,947 △14,905

たな卸資産の増減額（△は増加） 603,868 299,923

仕入債務の増減額（△は減少） 15,781 △232,232

差入保証金の増減額（△は増加） △15,182 △6,260

その他 524 76,091

小計 87,472 323,935

利息及び配当金の受取額 14,201 14,363

利息の支払額 △1,025 △648

法人税等の支払額 △41,605 △21,019

営業活動によるキャッシュ・フロー 59,043 316,631

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △5,598 △3,602

定期預金の払戻による収入 6,000 6,000

有形固定資産の取得による支出 △39,555 △78,530

有形固定資産の売却による収入 5,600 11,738

無形固定資産の取得による支出 △3,137 △48,564

投資有価証券の取得による支出 △3,500 －

短期貸付けによる支出 △83,000 △60,000

短期貸付金の回収による収入 45,000 190,000

長期貸付けによる支出 － △330,000

長期貸付金の回収による収入 5,625 155,050

その他 △53 △64

投資活動によるキャッシュ・フロー △72,620 △157,973

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △100,000

自己株式の取得による支出 △463 △406

配当金の支払額 △48,418 △48,420

財務活動によるキャッシュ・フロー △48,882 △148,826

現金及び現金同等物に係る換算差額 20,764 △17,945

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △41,694 △8,114

現金及び現金同等物の期首残高 1,110,959 2,062,780

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,069,265 ※  2,054,666
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

千円減少し、税金等調整前四半期純利益は、 千円減少しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円であります。 

80

11,682

12,159

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１．前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金戻入

額」は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することといたしまし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は 千円であ

ります。 

２．前第２四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「訴訟関連損失」

は、特別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することといたしました。

なお、前第２四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「訴訟関連損失」は 千円であります。 

３．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

1,322

232

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１．前第２四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「訴訟関連損失」

は、特別損失総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することといたしました。

なお、前第２四半期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「訴訟関連損失」は 千円であります。 

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

232
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率を使用して

一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法  四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行うこと

により算定しております。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法  

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用して算定しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 １．受取手形割引高 20,000千円  １．受取手形割引高 40,000千円 

 ２．偶発債務 

 当社製品の補償についてミサワホーム株式会社より

契約不履行として平成17年５月12日に 千円（第

一次訴訟）、平成19年６月4日に 千円（第二次

訴訟）の損害賠償請求訴訟を提起され、現在第一次訴

訟の係争中であります。また、平成20年4月17日にミ

サワホーム株式会社より第二次訴訟の請求額を

千円とする請求拡張の申立てが、平成20年

５月19日には第一次訴訟の請求額を 千円に減縮

する申立てが行われております。この請求拡張額は、

現実に損害が発生していない将来請求分が大半である

ため、ミサワホーム株式会社より証拠提出はなされて

おらず、そのために第二次訴訟は進行が中断した状態

となっております。これに関連して当社はクレーム補

償工事代金として、大日本印刷株式会社へ第一次訴訟

及び第二次訴訟と同額の損害賠償請求を東京地方裁判

所へ提訴しました。 

 平成21年12月17日に東京地方裁判所より、ミサワホ

ーム株式会社に対し、 千円の支払いを命ずる第

一次訴訟の判決の言い渡しを受けました。当社といた

しましては、速やかに東京高等裁判所へ控訴の手続を

行い、本判決の是正を求めていく方針であります。 

 また、同時に東京地方裁判所は、第一次訴訟で大日

本印刷株式会社の全面的な瑕疵を認め、損害賠償金額

千円の金額を大日本印刷株式会社の負担とする

判決を下しております。これに伴い当社はミサワホー

ム株式会社より拡張請求されている損害賠償金額を、

大日本印刷株式会社へ拡張請求することといたしまし

た。 

 なお、第１四半期連結会計期間において請求拡張の

申立てを受けた 千円（第一次請求拡張、平成

20年４月17日）に対する一部弁済として、特別損失

千円を計上しております。 

さらに、平成22年８月３日に請求拡張の申立てとし

て 千円から 千円へ増額する第二次

請求拡張を受けました。この申立ての請求拡張は、第

一次請求拡張以降ミサワホーム株式会社が補修工事対

応を進めており、平成22年２月28日時点での補修工事

対応状況を反映した損害賠償の請求であります。しか

しながら、平成22年９月14日にミサワホーム株式会社

作成の対象物件のリストに誤りがあった等の理由によ

り、損害賠償請求額を 千円とする減縮申立て

を受けました。 

 当社はこれまでどおり、これらの訴状への反論を行

い、当社の正当性を主張してまいります。 

 なお、これらの訴訟の結果を現時点で予測すること

はできません。  

3,245

594,649

2,430,834

1,964

1,964

3,274

2,430,834

10,000

2,430,834 2,491,767

2,467,490

 ２．偶発債務 

 当社製品の補償についてミサワホーム株式会社より

契約不履行として平成17年５月12日に 千円（第

一次訴訟）、平成19年６月4日に 千円（第二次

訴訟）の損害賠償請求訴訟を提起され、現在第一次訴

訟の係争中であります。また、平成20年4月17日にミ

サワホーム株式会社より第二次訴訟の請求額を

千円とする請求拡張の申立てが、平成20年

５月19日には第一次訴訟の請求額を 千円に減縮

する申立てがおこなわれております。この請求拡張額

は、現実に損害が発生していない将来請求分が大半で

あるため、ミサワホーム株式会社より証拠提出はなさ

れておらず、そのために第二次訴訟は進行が中断した

状態となっております。これに関連して当社はクレー

ム補償工事代金として、大日本印刷株式会社へ第一次

訴訟および第二次訴訟と同額の損害賠償請求を東京地

方裁判所へ提訴しました。 

 当社としましては、当該請求拡張の申立てにより係

争の事実関係には影響するものではなく、直ちに当社

の負担額が増加するとは考えておりません。 

 平成21年12月17日に東京地方裁判所より、ミサワホ

ーム株式会社に対し、 千円の支払いを命ずる第

一次訴訟の判決の言い渡しを受けました。当社といた

しましては、速やかに東京高等裁判所へ控訴の手続を

行い、本判決の是正を求めていく方針であります。 

 また、同時に東京地方裁判所は、第一次訴訟で大日

本印刷株式会社の全面的な瑕疵を認め、損害賠償金額

千円の金額を大日本印刷株式会社の負担とする

判決を下しております。これに伴い当社はミサワホー

ム株式会社より拡張請求されている損害賠償金額を、

大日本印刷株式会社へ拡張請求することといたしまし

た。 

 なお、これらの訴訟の結果を現時点で予測すること

はできません。  

3,245

594,649

2,430,834

1,964

1,964

3,274
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定 1,076,065

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,799

現金及び現金同等物 1,069,265

  （千円）

現金及び預金勘定 2,062,675

預入期間が３か月を超える定期預金 △8,008

現金及び現金同等物 2,054,666

（株主資本等関係）

普通株式  10,095千株 

普通株式 403千株 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年５月６日 

取締役会 
普通株式  48,469  利益剰余金  5 平成22年３月31日 平成22年６月25日
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の決定方法 

事業は商品又は製品の種類・性質及び販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  

 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

   

  前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
木材関連事業
（千円）  

電線関連事業
（千円）  

計
（千円）  

消去又は全社 
（千円）   

連結
（千円）  

売上高                    

（1）外部顧客に対する売上高  2,358,123    425,488    2,783,612    －    2,783,612  

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －    526    526   (526)   －  

計  2,358,123    426,015    2,784,138   (526)   2,783,612  

営業利益  18,962    △3,583    15,378    －    15,378  

                     

  
木材関連事業
（千円）  

電線関連事業
（千円）  

計
（千円）  

消去又は全社 
（千円）   

連結
（千円）  

売上高                    

（1）外部顧客に対する売上高  4,547,874    737,376    5,285,251    －    5,285,251  

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －    583    583   (583)   －  

計  4,547,874    737,960    5,285,835   (583)   5,285,251  

営業利益  △123,342    △17,141    △140,484    －    △140,484  

                     

事業区分 主要製品

木材関連事業 天井材、収納材、床材、製材品、荷役、原材料及び製品の運送業

電線関連事業 電線電気機器 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、木質建築内装材の製造及び販売並びに電線電気機器の販売等を営んでおり、製品又は商品につい

て包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は生産販売体制を基礎とした製品又は商品別のセグメントから構成されており、「木材

関連事業」及び「電線関連事業」の２つを報告セグメントとしております。  

 「木材関連事業」においては、天井材、収納材、床材等の製造及び販売を行っております。「電線関連事

業」においては、電線、電気機器等の販売を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）  

  

 当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

 （注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

   

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。  

  

（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  木材関連 電線関連 合計 調整額 

四半期連結損
益計算書計上
額 

（注） 

売上高           

外部顧客への売上高  4,565,498  636,960  5,202,459  －  5,202,459

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

 －  2,641  2,641  △2,641  －

計  4,565,498  639,602  5,205,101  △2,641  5,202,459

セグメント利益又は損失

（△） 
 23,594  △13,183  10,410  －  10,410

  （単位：千円）

  木材関連 電線関連 合計 調整額 

四半期連結損
益計算書計上
額 

（注） 

売上高           

外部顧客への売上高  2,369,513  303,575  2,673,089  －  2,673,089

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

 －  516  516  △516  －

計  2,369,513  304,092  2,673,605  △516  2,673,089

セグメント利益  2,789  3,024  5,813  －  5,813
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）  

 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）  

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 対象物の種類が通貨及び金利であるデリバティブ取引の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結

会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）  

 資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動があ

りません。  

  

（注） 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会計期間の期首におけ

る残高としております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）  

 賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。    

  

 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、リース取引の四半期連結貸借対照表計上額その他の金

額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,601.69円 １株当たり純資産額 1,600.41円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 9.86円 １株当たり四半期純損失金額 2.80円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純損失（千円）  95,566  27,108

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（千円）  95,566  27,108

期中平均株式数（千株）  9,695  9,693

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 3.96円 １株当たり四半期純損失金額 3.35円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  38,386  △32,515

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 38,386  △32,515

期中平均株式数（千株）  9,694  9,693

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月９日

南海プライウッド株式会社 

取締役会 御中 

西日本監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 梶 田  滋    印 

  業務執行社員   公認会計士 山 内 重 樹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海プライウッ

ド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海プライウッド株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

  

 追記情報 

  四半期連結貸借対照表の注記事項２．偶発債務に、損害賠償請求訴訟に関する記載がなされている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月10日

南海プライウッド株式会社 

取締役会 御中 

西日本監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 梶 田  滋    印 

  業務執行社員   公認会計士 山 内 重 樹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海プライウッ

ド株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日

から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海プライウッド株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の

財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。 

  

 追記情報 

  四半期連結貸借対照表の注記事項２．偶発債務に、損害賠償請求訴訟に関する記載がなされている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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